
「再生可能エネルギー施設」視察結果概要報告

Ⅰ．「関東地区電気エネルギーを考える委員会」委員による視察会

　１．ゆめソーラー館やまなし・米倉山太陽光発電所

(1)視察日　平成３０年１１月２０日（火）１３時１５分～１４時１５分

(2)東京電力対応者

　　　　ＲＰＣ甲府事業所　総括グループ　　北沢ＧＭ様

広報・渉外担当　望月様

(3)視察場所

　　　 ①ゆめソーラー館やまなし

　　　　   地球温暖化の状況等の紹介や太陽光、小水力、燃料電池などの実際の装置

を展示することにより、地球温暖化対策や再生可能エネルギーなどについ

て学習する場を提供するとともに次世代エネルギーの情報発信の拠点と

なっている。

○施設概要

　　　　　　「太陽エネルギーゾーン」

　　　　　　・太陽エネルギーが地球環境へ及ぼしている影響や有効性について学習

　　　　　　・ユニークな球体スクリーンやオリジナルの映像を駆使した説明

　　　　　　「山梨のエネルギーゾーン」

　　　　　　・山梨の電気の 100年の歴史をまとめた大型パネル展示、床全体を利用

したすごろくなど、電力事情や地球温暖化防止対策に関する展示

　　　　　　　・山梨大学や民間企業と実施している水素電力貯蔵実証試験、館内の

電力を自給自足するエネルギーマネージメントシステムなど次世代

機器の実機展示

②米倉山太陽光発電所

　　　　○発電所の概要

東京電力と山梨県との共同運営、山梨県が土地提供、並びに道路・敷地

整備、東京電力が太陽光発電所設備設置、並びに発電所運営・保守を行っ

ている。

　　　　　・内陸部最大のメガソーラー

・敷地面積　　１２．５ｈａ

・出　　　力　１０，０００ｋＷ

　　　　　・発電電力量　１，２００万ｋＷｈ／年（一般家庭約 3,400軒分）

　　　　　・CO2削減量　５，１００トン／年

　　　　　・運転開始日　平成２４年１月

　　　　○発電所の特徴



　　　　　・太陽電池モジュール　ＣＩＳ薄膜化合物（ＣＩＧＳ）約８万枚

　　　　　　・従来型結晶シリコンと比較して約8％多く発電

・置き基礎工法

　　　　　　・夏期の発電アップと風圧の影響を低減するため、仰角１０度設定。仰

角３０度と比較して架台・基礎コスト削減

　　　　　・構内ケーブル配線

・ＥＰＦ管路にケーブルを入れて転がし配線とし、コスト削減

　　　　　・防草対策

・有機質土壌改良工法（CCクレイ工法）を採用、雑草発生を抑制するこ

とで、除草コスト削減

　　　　○蓄電システム等実証試験（山梨県）

　　　　　・面積　１．２ｈａ　・出力１，０００ｋＷ

（ﾊﾟﾈﾙﾀｲﾌﾟ 950kW　ｼｰﾄﾀｲﾌﾟ 50kW）

　　・運転開始日　平成２６年８月

　　　　　・平成 27年から次世代フライホール蓄電システム（超伝導磁石で回転子を

抵抗ゼロで浮上回転させ、必要時に回転子の力で発電）、改良型ニッケル

水素蓄電システム、電力を水素に転換する蓄電システム（太陽光発電で水

を電気分解して水素を貯蔵、必要時に純水素型燃料電池で発電）の実証試

験を順次開始

２．葛野川発電所・葛野川ダム

　(1)視察日　平成３０年１１月２１日（水）９時～１２時

　(2)東京電力対応者

　　　ＲＰＣ甲府事業所　広報・渉外担当　　望月様

　　　ＲＰＣ駒橋事業所　総括グループ　　　今津ＧＭ様、山本様

　　　　　　　　　　　　土木保守グループ　伊部ＧＭ様

(3)視察場所

葛野川発電所・葛野川ダム

○発電所の概要

　　 上部ダムと下部ダムとの７１４ｍの有効落差を利用して、最大出力１６０

万ｋＷ（現在：最大出力120万ｋＷ　単機 40万ｋＷ×3台）で発電を行う揚

水式発電所

　　　　 ・所在地：山梨県大月市・甲州市

　　　　　 ・河川名：富士川水系日川（上部ダム）

　　　　　　　　　 ：相模川水系土室川（下部ダム）

・出　力：１号機　40万ｋＷ（平成11年 12月 3日営業運転開始）



　　　　　 　２号機　40万ｋＷ（平成12年 6月 8日営業運転開始）

  　　　　　 ３号機　40万ｋＷ（平成36年度以降営業運転開始予定）

　　　　　　 ４号機　40万ｋＷ（平成26年 6月 9日営業運転開始）

　　　　　 合　計 160万ｋＷ

　　　　   ・有効落差：７１４ｍ

　　　　   ・使用水量：２８０ｍ 3／秒（１～４号機全号機完成時）

・ダ　　ム

・上部ダム（上日川ダム）

　　　　　　　　 高さ87ｍの中央土質遮水壁型フィルダム

・下部ダム（葛野川ダム）

　　　　　　　 　高さ 105ｍのコンクリート重力式ダム

　　　　　 ・地下式発電所

　　   地表から約500ｍ地中に高さ 54ｍ、幅 34 ｍ、長さ 210ｍの空洞を作

り、40万ｋＷの発電電動機４台（現在３台設置）を設置する。発電した

電力は、主要変圧器により昇圧し５０万Ｖで送電する。

　　 ・主要機器：ﾎﾟﾝﾌﾟ水車：立軸ﾌﾗﾝｼｽ形ﾎﾟﾝﾌﾟ水車（41.2万ｋＷ×４台）

　　　　発電電動機：三相交流同期発電電動機（47.5万ｋＶＡ×4台）

・水圧管路

　　    １㎡当たり最大で 1,200 トンもの水圧がかかる。このため高張力鋼

板（最大厚さ94ｍｍ）をコンクリートトンネルの内側に張り、水圧に

耐える構造とする。また、急勾配トンネルの掘削は、施工の安全と経

済性からカッターを回転させて岩盤を掘削するトンネル掘削機（ＴＢ

Ｍ）を採用。

　　　　　　・土室川発電所の概要

　　　　　　　葛野川ダム（下部ダム）の選択取水設備からの放流水を利用し、最大

出力350ｋＷの発電を行う。

○発電所の特徴

　　　　　　・揚水式発電

　　　　　　　　電気の使用量は、１日のうちでも大きな変動があり、深夜には昼間

の半分程度に下がり、発電設備に余裕ができる。揚水式発電はこの余

裕分を有効利用する。

　　　　　　　　揚水式発電は発電所を挟んで上と下に２つのダム（調整池）を造り、

昼間の電気の需要の多い時は上部調整池から下部調整池に水を落とし

て発電し、電気の需要の少ない夜間に水車を逆回転させて下部調整池

から上部調整池に水を汲み上げ、再び昼間の発電に使うというように、

一定量の水を繰り返して使用する発電方式である。



　　　　　　　貴重な水資源の有効利用を図るとともに、火力・原子力と組み合わ

せて運転を行うことにより、電力の供給コストの低減にもつながる方

式である。

また、揚水式発電の本来の目的は夏場、冬場のピーク時対応である

とともに、近年では、４号機に「可変速揚水発電システム」を採用し

発電時や揚水運転時にポンプ水車の回転速度を変化させることによっ

て太陽光発電や風力発電など不安定な電源を導入した際の電力系統を

安定させる周波数維持に寄与している。

　　　　　　・有効落差

　　　　　　　「超高落差ポンプ水車」の採用により、１つのポンプで発電と汲み

上げを行う揚水式水力発電所としては７１４ｍという世界最大級の有

効落差を実現

Ⅱ．（参考）日本のエネルギーの現状

［11月 20日「関東地区電気エネルギーを考える委員会」で説明］

　○日本のエネルギー自給率は８．３％（2016年）と他のＯＥＣＤ諸国と比較しても

低い水準（東日本大震災前 2010年２０．３％）となっている。

　○化石燃料の海外依存度は原子力発電所停止に伴う火力発電所の焚き増しにより８

９％（2016年１次エネルギー供給ベ―ス）と東日本大震災前（2010年度８１％）

より高まっている。

　○東日本大震災以降、日本の温室効果ガス排出量は増加し、2013年度には過去最高

となる１４億１，０００万トンもの温室効果ガスを排出、2014年度以降は減少に

転じているものの2016年度でも１３億７００万トンもの温室効果ガスを排出して

いる。

　○2015年2月パリ協定採択、工業化前と比して世界の平均気温の上昇を２℃を十分

に下回る水準に抑制し、１．５℃以内に抑えるよう努力することとなった。

　　日本の温室効果ガス削減目標

　　・２０３０年度　２６％削減（2013年度比）　・２０５０年度　８０％削減

○日本はエネルギー消費効率が良く、省エネ取組が進んだ国。他方、近年、消費効

率の改善が停滞しており、更に省エネを進めること（特に業務・家庭部門）が必

要である。

　○再生可能エネルギーは発電時にＣＯ 2を排出しない、エネルギー自給率の向上に

貢献するエネルギー。主要国と比べると再エネ比率は低く、更なる導入拡大が期

待されている。（2016年１４．５％）

　　＊エネルギー供給構造高度化法においては、「再生可能エネルギー源」について、

「太陽光風力その他非化石エネルギー源のうち、エネルギー源として永続的に



利用することができると認められるものとして政令で定めるもの」と定義され

ており、政令において、太陽光・風力・水力・地熱・太陽熱・大気中の熱その

他の自然界に存する熱・バイオマスが定められている。

○再エネは季節や天候によって発電量が大幅に変動し、不安定なものが多く、安定

供給のためには火力発電などの出力調整が可能な電源をバックアップとして準備

する必要がある。また、蓄電池などエネルギーを蓄積する手段の確保や、再エネ

の大量導入に対応した電力ネットワークの在り方などにも課題がある。

　○資源の乏しい我が国において、①安定供給の確保、②電力コストの引下げ、③Ｃ

Ｏ 2排出の抑制の３点を実現するためには、原子力発電は欠かすことのできない

電源、再稼働に当たっては、安全性を最優先に新規制基準に適合することが必要

である。

　○安全性（Safty）を大前提とし、自給率（ Energy Security）、経済効率性

（Economic Efficiency）の向上、環境適合（Environment）を同時達成するべく、

取組を進めている。（３Ｅ＋Ｓ）エネルギー源ごとの強みが最大限に発揮され、

弱みが補完されるよう、多層的なエネルギー供給構造を実現することが不可欠で

ある。

　○エネルギーの基本方針に基づき、３Ｅ＋Ｓを達成するべく施策を講じた時に実現

される将来（2030年度）の電源構成は以下のとおりである。

　（２０３０年度の電源構成）

　　・再エネ22～24％、原子力22～20％、ＬＮＧ27％、石炭 26％、原油 3％程度

以　　上

平成31年 2月 28日

［扱い：青　博孝］


